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令和７年度の予算などを審議しました 子ども・子育て支援

令和７年第１回定例会では、令和７年度予算に関わる議案や「札幌市誰もがつながり合う共生のまちづくり
条例案」などの議案65件、意見書５件、決議３件などを全会一致または賛成多数で可決しました。

令和７年度予算の概要

その他の議案および議決結果は、９ページおよび市議会ホームページに掲載しています。

可決した主な議案 ～補正予算と条例案～ 可決した主な意見書（概要）

令和６年度の補正予算

●物価高騰対策

●公共交通ネットワークの確保
●国の補正予算成立に伴うもの

学校給食の食材費高騰分の公費負担追加、
水道料金の減額に必要な経費追加
バスやタクシー事業者への支援
介護施設などに対する冷房設備の設置補助、
学校施設の整備や改築などに係る経費追加

以下の経費など、全会計総額89億774万円を増額する
補正予算を可決しました。

オンラインを活用した接見交通の実現を求める意見書

上記を含む可決した8件の意見書および決議の全文は、
市議会ホームページ（https://www.city.sapporo.jp/gikai/html/ikensho.html）
に掲載しています。

意見書・決議

　身体拘束を受けている被疑者および被告人が、捜査官らの立会いなく弁護人と接見して助言
を受けることは重要な権利です。広大な面積を有する北海道内では、２５０キロメートルを超える
距離を移動しなければならないこともあり、地理的に過酷な環境にあることが、弁護人が被疑
者等に迅速に接見を行うことの妨げとなります。
　同じ札幌市民であっても、逮捕・勾留された地域が市内の場合と市外の場合とでは、弁護人と
接見する権利の内容に不平等が生じているのが現状です。
　そこで、国会および政府に対して、弁護人と被疑者等との接見の際に不平等が生じている
ことに鑑み、弁護人と被疑者等との間で、接見の秘密が保障される態様でのオンラインを活用
した接見交通を実現するよう強く求めます。

札幌市誰もがつながり合う共生のまちづくり条例案

　近年、これまで以上に多様性が尊重され、互いに支え合う包摂的なまちづくりが求められている中、
誰もがつながり合う共生のまちづくりに寄与することを目的として、新たな条例を制定するものです。

●４月から通院・入院医療費の助成対象を高校生世代※
　まで拡大します。（69億4,692万円）
　※18歳に達する日以後の最初の3/31まで対象

●９月の開所に向けて『東部児童相談所』を白石区に整備
　します。（18億3,200万円）

ＧＸ※・経済活性化
●市有施設などへの太陽光発電設備の設置を進めます。（２億８,８００万円）
●DMO（観光地域づくり法人）の設立準備やオーバーツーリズム（観光公害）への対策を行います。（７,３００万円）

ウェルネス（健康）、ユニバーサル（共生）、スマート（快適・先端）
●介護認定事務センターを開設し、要介護認定の事務の集約・委託により審査期間の短縮を図ります。
　（５億２,０００万円）
●外国人相談窓口の運営などを通じて外国籍市民も安心して暮らせる環境をつくります。（６,２００万円）

安全・安心
●被災状況などを即時に共有できるシステムの導入や防災訓練を冬期に実施します。（8,900万円）
●道路や降雪の状況に合わせた除排雪を実施します。（284億8,374万円）

喫緊の課題への対応
※前年度予算に当たる補正予算の金額も含めて記載しています
●物価高騰への対策（総額２７３億円）
●交通ネットワークの確保対策（２９億5,900万円）
●人材の確保と育成で市内産業を支援（28億4,711万円）

※GX…グリーントランスフォーメーションの略
　　　　化石エネルギー中心の産業・社会構造から、クリーンエネルギー中心の構造に変え、経済成長につなげる取り組み

東部児童相談所完成イメージ

令和７年度の一般会計予算は、前年度に比
べ２.０％増の１兆2,６６６億円を計上し、過去
最大の予算規模となりました。
なお、特別会計・企業会計を加えた全会計で
は、前年度に比べ２.３％増の１兆9,７６１億円
を計上しています。

第1回 定例会 13
2

28
320252025

令和７年度の予算規模
区 　 　 分 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増減率

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

合　計

1兆2,666億円

4,006億円

3,089億円

1兆9,761億円

1兆2,417億円

3,966億円

2,927億円

1兆9,310億円

2.0％

1.0％

5.5％

2.3％

一般会計の歳入・歳出内訳
歳入
1兆2,666億円

市税
3,723億円

保健福祉費
5,124億円

職員費
1,634億円

土木費
1,272億円

その他
1,054億円

諸支出金 895億円

公債費 932億円経済費 1,030億円

教育費 726億円

国庫支出金
3,077億円

地方交付税
1,563億円

諸収入 1,153億円 市債 855億円

その他
2,295億円

歳出
1兆2,666億円

令和７年度予算の主な使い道
1

2

3

4

5

※歳入・歳出共に、計数ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります


